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背景・目的 事業概要

事業スキーム

人々を取り巻く社会環境、生活環境は大きく変わっ
てきており、それにともない、環境の汚染や変化が人
の健康などに悪影響を及ぼす可能性（＝環境リスク）
が増大しているのではないかという懸念があり、本事
業を通して、特に国内外で大きな関心を集めている、、
子どもの成長・発達にもたらす影響について明らかに
する。

子どもの健康に与える環境要因を明らかにするため、１０万組の親子を対象とした
大規模かつ長期のコホート調査として、参加者（妊婦）の母体血や臍帯血、母乳など
の生体試料を採取保存・分析するとともに、子どもが１３歳に達するまで質問票によ
る追跡調査を行う。
平成３１年度は、子どもの成長過程における化学物質曝露を評価するための「学童

期検査」を開始するとともに、正しく化学物質リスクをさけ、リスクと上手に向き合
う社会を目指すため、「地域の子育て世代との対話事業」を実施する。

期待される効果

子どもの発育に影響を与える化学物質や生活環境等の環境要因が明らかになる。それらを活用した、子ども特有のばく露や子どもの脆弱
性を考慮した適正な環境リスク評価、化学物質の規制強化などリスク管理が推進され、次世代育成に係る健やかな環境が実現される。

平成25年度予算
○○百万円
平成27年度要求額

億円
子どもの健康と環境に関する全国調査子どもの健康と環境に関する全国調査
（エコチル調査）

事業目的・概要等

イメージ

2019年度予算（案）
5,905百万円（5,054百万円）

環境保健部
環境リスク評価室

・予算の確保
・環境政策の検討
・各省との連携
・国際連携

・調査実施の中心機関

・データシステムの運営

・試料の保存分析、精度管理

・ユニットセンター管理・支援

・参加者のリクルートと13歳に達するまでの追跡

・生体試料の採取、質問票調査の実施

ユニットセンター（全国15地域の大学等）

メディカルサポートセンター（国立成育医療研究センター）

・調査における医学的支援

環境省 コアセンター（国立環境研究所）

・化学物質等の測定、分析
・生体試料の長期保存 等

・インフォームドコンセント
・妊婦血液、尿の採取
・質問票調査

・赤ちゃんの毛髪の採取
・母乳の採取

・母の血液・毛髪、父の血液の採取
・出生児の健康状態を確認
・ろ紙血（出生児）の採取
・臍帯血の採取

・質問票調査（半年ごと）
・面接調査（数年ごと）
・環境試料の
採取

妊娠初期・中期 出産時 13歳の誕生日まで１ヶ月時

・遺伝要因、生活習慣要因、
社会要因等と併せて統計分析リクルート期 フォローアップ期 解析期

学童期検査（8歳） 学童期検査（12歳）


